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個人番号カードの様式、申請・交付（案）

○ 個人番号を記載しない
→ コピーできる者に制限はない

（本人同意等によりできる）

○ 個人番号を記載する
→ コピーできる者は、行政機関や

雇用主など、法令に規定された者
に限定される

表面（案） 裏面（案）

様 式

ＩＣチップ内のＡＰ構成

プラットフォーム

住基ＡＰ

ＩＣチップ
空き領域

公的個人
認証ＡＰ

電子
証明書

券面事項確認
ＡＰ

券面事項入力
補助ＡＰ

申請・交付

マイナンバーの付番

Ｈ27年10月

マイナンバーの通知とともに、
「個人番号カード交付申請書」を
全国民に郵送。

Ｈ27年10月～12月

各市町村から、交付準備が
できた旨の通知書を送付。
市区町村窓口へ来庁いただき、
本人確認の上、交付。

Ｈ28年1月～

◇ 氏名、住所等をプレ印刷。写真添付、署名又は
捺印をいただき、返信いただくだけで申請完了。

◇ スマートフォンで写真を撮り、オンラインで申請い
ただくことも可能とする。

◇ 交付手数料について調整中。
◇ 国民の来庁は交付時の１回のみで済むこととする。
◇ 申請時に来庁する方式や、企業において交付申請を

とりまとめる方式など、多様な交付方法を用意する。

市町村等が用意した独自 を
搭載するために利用する。

アプリ

を格納
する。

電 子
証明書
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個人番号を証明する書類として

本人確認の際の公的な身分証明書として

付加サービスを搭載した多目的カード

各種行政手続のオンライン申請

各種民間のオンライン取引／口座開設

コンビニなどで各種証明書を取得

個人番号カードのメリット

券面

券面

券面 電 子
証明書アプリ 電 子

証明書アプリ

電 子
証明書

電 子
証明書

番号法施行後は、就職、転職、出産育児、病
気、年金受給、災害等、多くの場面で
個人番号の提示が必要となる。

マイポータル

■市町村等～印鑑登録証、図書館カード等として利用可能
■国～健康保険証、国家公務員身分証の機能搭載を検討中

マイポータルへのログインをはじ
め、各種の行政手続の
オンライン申請に利用できる。

○電子申請（e-Tax等）の利用
○行政からプッシュ型の情報（お知らせ）を取得

○行政の効率化
○手続き漏れによる損失の回避

○所得把握の精度向上
○公平・公正な社会を実現

○個人番号を証明する書類として
個人番号カードを提示

コンビニの
マルチコピー機

現在、約90市町村（国民の約１割強）が利用で
きる。アンケート調査によると、今後、約700弱の
市町村が導入予定(国民の約７割）。

○住民の利便性向上
○市町村窓口の効率化

○コンビニ等において住民票、
印鑑登録証明書などの公的な
証明を取得できる。

コンビニ

将来的には様々なカードが
個人番号カードに一元化

オンラインバンキング等を
安全かつ迅速に利用オンラインバンキングをはじめ、各

種の民間のオンライン取引に利用
できるようになる。

○インターネットにおける不正アクセスが多発
→公的個人認証サービスの民間開放

○インターネットへの安全なアクセス手段の提供

◇個人番号の提示と本人確認が同時に必要な
場面では、これ１枚で十分。唯一のカード。

◇金融機関における口座開設、パスポートの新
規発給、フィットネスクラブの入会など、様々な
場面で活用が可能。

なりすまし被害の防止住民

提 示

本人確認 様々な場面

ま
た
は

ま
た
は

ま
た
は

電 子
証明書

ま
た
は

提示 窓口住民
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個人番号カードの表面 (案 ) 個人番号カードの裏面 (案 )

法令利用
AP

券面
AP

公的個人
認証AP
（署名用電子
証明書、利用
者証明用電子
証明書）

住基
AP

券面事
項入力
補助AP

（２）ICチップの空き領域（アプリ）

市町村・都道府県等は条例で定めるところ、国の機関等は総務
大臣の定めるところにより利用可能。

・印鑑登録証 ・コンビニ交付
・証明書自動交付機 ・図書館利用
・公共施設予約 ・地域の買い物ポイント 等

（３）電子証明書
行政機関等（e‐TAX、マイポータル（予定））の他、新たに
総務大臣が認める民間事業者も活用可能に。
イメージ：金融機関におけるインターネットバンキング、

インターネットショッピング等

（１）個人番号（券面）

社会保障、税又は災害対策分野における法定事務（番号法別表
第一に定める事務）において利用。

また、地方公共団体においては、この他類する事務で条例で定
める事務に利用可能。

個人番号カードのICチップ内の構成

必須事項領域 空き領域

【住民票
コード 】

【個人
番号 】

個人番号カードの３つの利用箇所について
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世界最先端IT国家創造宣言 工程表 改定（平成26年6月24日 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略（IT戦略）本部決定）

○ 個人番号カードの普及

・ 2016 年1 月より、個人番号カードの交付を開始する。個人番号カードの費用負担のあり方については、初回交付について窓口で本人の費
用負担が生じないよう、検討する。

・ 暮らしに係る公的サービス及び国家資格等の資格の証明に係るカード類（健康保険証、各種国家資格等資格証明書、国家公務員身分証
明書等）について、個人番号カードへの一元化に向けた検討を行い、2016 年1 月の交付開始以降、順次、一元化を行うとともに、印鑑証明
カードや施設利用カード等の個人番号カードへの一体化等、市町村による独自利用を推進する。

・ 個人番号カードで利用できるコンビニエンスストアでの住民票の写し等の交付等のサービスについて、利用できる地方公共団体・事業者を
拡大するとともに、対象手続きの拡大について検討を行い、2016 年1 月以降、順次、拡大を行う。

・ 公的な身分証明書として、2016 年1 月までに、法令に基づくものを含め、官民の様々な本人確認を要する場面において本人確認手段とし
て利用できるよう、取扱上の留意点を含め、調整・周知を行う。

・ 個人番号カードで利用できる公的個人認証サービスについて、署名用電子証明書の現在3年の有効期間の延長、利用者証明用電子証明

書の導入や発行手数料の低減を図る。また、対面・書面に代わるものとして、当該サービスを利用した行政手続き等の拡大･見直しについ
て検討を行い、2016 年1 月以降、順次、実施するとともに、署名検証者の、金融機関や医療機関、CATV事業者等の民間事業者への拡大に
向け、民間におけるユースケースの明確化に係る実証、民間事業者への利用の働きかけ等を行う。

○ マイナンバーの利活用推進

・ マイナンバーの利用範囲の拡大や制度基盤の活用（特に①戸籍事務、②旅券事務、③預貯金付番、④医療・介護・健康情報の管理・連携、
⑤自動車検査登録事務等）について検討を行い、その状況を2014 年秋までに政府CIO に報告する。

世界最先端IT国家創造宣言 改定（平成26年6月24日 閣議決定）

個人番号カードについては、そのIC チップの空き領域や公的個人認証サービス等を活用し、健康保険証や国家公務員身分証明書など、公

的サービスや国家資格等の資格の証明等に係るカード類の一体化／一元化、個人番号カードで利用できるコンビニエンスストアでの住民票
の写し等の交付等のサービスの拡大、放送・通信分野等における個人番号カードの民間利活用場面の拡大、実社会における対面及びオン
ライン上の非対面での本人確認手段としての利活用場面の拡大や、取得に係る負担の軽減等により、広く普及を図る。

個人番号カードの普及に係る政府の方針
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マイナンバー制度への期待と課題

期
待

課
題

⇒マイナンバー制度は、社会保障制度や税制、ＩＴ社会の基盤となるもの。
・これまで実現が困難とされていた新たな制度設計が可能に。
・より正確な所得把握等を通じて、より公平な社会保障や税の執行を実現。
・行政機関での正確で効率的な情報管理に資する。
・国民が官民のオンラインサービスを安心、安全に利用し、メリットを実感できる社会を実現。

⇒マイナンバー制度の導入、定着、そして発展に向けて、国民の期待は大きく、すでに多額の税金が投入されており、絶対に失敗は許されない。
・「個人番号カード」を広く国民に持ってもらうことが必要不可欠な大前提。
・仮に、個人番号カードを普及させる確実な手立てを講じられないのであれば、マイナンバー制度の施行は凍結すべき。

健康保険証機能の個人番号カードへの集約化

○ 2016年１月以降、直ちに個人番号カードを健康保険証として利用

○ 健康保険証機能の個人番号カードへの集約化により、2018年度までに
約8700万枚普及（国民の約2/3が保有）

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

健康保険証機能の
個人番号カード
への切替時期

１月 個人番号カード交付開始▼

共済組合員証等

市区町村が保険者の医療保険及び介護保険の被保険者証

職域保険の被保険者証

切り替えを希望する被保険者の後期高齢者医療保険証

個人番号カードの普及策

交付方法の再考

多様な申請・交付の手
段を市町村長が採りえ
るよう、柔軟に対応。

多くの国民が保有するカードとの機
能一元化

健康保険証機能を個人番号カード
に集約。自動車運転免許証も中長
期課題として検討。

官民の各種カードの機能一元化

国や地方公共団体が発行するカードは順次個
人番号カードに置き換え。民間事業者のＩＣチッ
プ空き領域利用解禁、社員証・学生証・診察
券・キャッシュカード等に利用。

無料交付

当面は国が全額費用負担し、無
料交付。民間事業者（スポン
サー）による費用負担も中長期
課題として検討。

 現行のマイナンバー法で対応可能。個人番号カードの普及効果大。

 医療機関の窓口で被保険者番号の代わりにマイナンバーを利用

 健康保険証発行費用の縮減、顔写真の確認による成りすまし受診の防止が可能

 現行法で想定されているレセプトへのマイナンバー記載も容易

 大規模なシステム改修は不要

 個人番号カードの券面の空きスペースに保険者を識別するシールを貼るなどして、
加入している保険の種類がわかるようにする必要

自民党ＩＴ戦略特命委員会・マイナンバー利活用小委員会 緊急提言（平成26年７月３日）の概要
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住基カードの多目的利用の状況（平成26年4月１日現在）

多目的利用の種類 実施団体数

証明書自動交付機 １３２

申請書自動作成 １９

検診・健康診断・健康相談 ３

印鑑登録証 １１８

図書館カード ６２

公共施設予約 １０

地域通貨 ６

避難者確認 ６

各種ポイント ２

救急支援 ０

コンビニ交付 ８６

その他 ２６

住基カードの多目的利用の実施団体数 ： ２１６

（注）実施団体数とは、実際にサービスを提供している団体数と、サービスは実施していないが、条例は施
行 している団体数の合計をいう。
（注）上記のほか、その他の利用例としては「子育て支援サービス」「児童安全安心サービス」「割引制度」
「福祉利用券」等がある。
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住基カードの普及について ～ 使い道があれば普及 ～
●利用機能の追加や交付手数料の無料化等により、住基カードは確実に普及(なお、民間ポイントサービスがあれば、交付手数料の無料化と

同様の促進効果が見込まれる)

宮崎県宮崎市（人口：405,890人）

0
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150,000
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250,000

300,000

350,000
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累
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交
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枚
数(

枚)

(年度）

・印鑑登録証機能
・図書館カード機能
・自動交付機サービス

H18.1に佐土原町・田野町・高岡町、
H22.3に清武町と合併

千葉県市川市（人口：469,148人）
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印鑑登録証機能

兵庫県西宮市（人口：482,506人）
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・印鑑登録証機能
・自動交付機サービス

コンビニ交付サービス

住基カードの交付手数料
の無料化

既存印鑑登録証を住基カードに引き
換える際の交付手数料の無料化

(年度）

富山県南砺市（人口：54,370人）
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(年度）

市民参加型地域ポータルサイトに
住基カード認証機能を導入

H16.11に福野町、城端町、平村、
上平村、利賀村、井波町、井口村、
福光町が合併し誕生

住基カードの交付手数料
の無料化

・印鑑登録証の新規登録を全て
住基カード等に切替

・交付済の印鑑登録証を住基カードに切
替

普及率：50.6%

※人口はH26年1月1日現在の住基人口。
※普及率は人口に対する有効交付枚数。（有効交付枚数は平成26年3月末現在）

普及率：60.4%

普及率：19.9% 普及率：16.0%

図書館カード機能

コンビニ交付サービス

窓口と自動交付機の
交付手数料の差別化

窓口と自動交付機の
交付手数料の差別化

窓口と自動交付機の
交付手数料の差別化

住基カードの交付手数料
の無料化

図書館カード機能

コンビニ交付
サービス

コンビニ交付
サービス
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個人番号カードの多目的利用の検討状況（アンケート調査結果①）

事項
住基カード

A

個人番号カード

予定している
B

検討中
C （B＋C）‐A

未検討
D

１. 印鑑登録証 ３ ４ ３ ＋４ ４

２. コンビニ交付 ２ ６ ３ ＋７ ２

３. 証明書自動発行機 ５ ２ １ △２ ８

４. 図書館利用 １ ５ ＋４ ６

５. 公共施設予約 ３ ＋３ ８

６. 地域の買い物ポイント １１

７. その他の利活用事例 次ページ参照

●１１の市町村を対象に、現行の住基カードの多目的利用の状況及び個人番号カードの多目的利用の検討状
況について、アンケート調査を実施。

※検討中の項目は、庁内会議等で議題にしたことがある、若しくは、担当課内で（政府の方針その他の自治体の動向等）調査したことがある程度を
含む、非公式の検討状況
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健康・医療情報の記録
・母子手帳 ・血液型 ・アレルギー
・予防接種記録 ・診察券 ・お薬手帳
・学歴・職歴

緊急時における活用

・上記「健康・医療情報の記録」
・避難所チェックイン（チェックインすると情報を家族で共有）

・救急搬送記録（救急隊が過去の救急搬送記録にアクセスし、
原因の特定に寄与）

行政
・転出・転入手続の実施
・行政サービスのポイントプログラム

※各自治体担当者レベルでのアイディア出し等の非公式な検討含む。

個人番号カードの多目的利用の検討状況（アンケート調査結果②）

●前ページの表「７．その他の利活用事例」の主な検討状況については以下のとおり。
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(※) 不特定多数の人が、タッチパネルなどの簡単な操作により、必要な情報にアクセスしたり、さまざまなサービスを利用したりすることができる端末装置。

証明書交付
センター

コンビニ事業者等 地方公共団体

キオスク端末
（※）

住民

(6) 手数料の納付

(7) 証明書の印刷

(1) 証明書の申請

(3) 住所地に対して
申請情報の送信

(4) 証明書情報の送信
（PDF）

住基カードの利用

普通紙の利用
（コピー用紙）

従業員等を介さず交付
（住民がキオスク端末を操作）

通信の安全対策

全国共通の仕様が必須であり、住
基カードでないと実現困難

住基カード

手数料支払い

(2) 申請情報の送信

(5) 証明書情報、
偽造防止情報の送信

住 民 票 （例）

この写しは、世帯全員の住民票の原本と相違ないことを証明する。

２００Ｘ年（平成ＸＸ年）ＸＸ月ＸＸ日 
ＸＸＸＸ市長 ×× ××× 

生年月日 性別 続柄 氏

名 

本

籍 

筆

頭

者 
現

住

所 

異

動

日 
備

考 

生年月日 性別 続柄 氏

名 

本

籍 

筆

頭

者 
現

住

所 

異

動

日 
備

考 

生年月日 性別 続柄 氏

名 

本

籍 

筆

頭

者 
現

住

所 

異

動

日 
備

考 

生年月日 性別 続柄 氏

名 

本

籍 

筆

頭

者 
現

住

所 

異

動

日 
備

考 

印 

証明書情報作成
（おもて面データ）

住所地に接続

専用
回線

LGWAN

PDFPDF PDF

PDF

居 住 す る 市 区 町 村 の 区 域 を 超 え て 「 ど こ で も 」
ワ ン ス ト ッ プ で 証 明 書 等 を 受 け 取 る こ と が 可 能

事 業 者 が 設 置 し た キ オ ス ク 端 末 を 活 用 す る こ と に よ っ て 、
行 政 サ ー ビ ス を よ り 一 層 効 率 的 に 提 供 す る こ と が 可 能

・ 自動交付機の
延長線上で実現

・ 利用時間は
6：30～23：00
(市区町村ごとに設定)

偽造防止情報作成
（うら面データ）

取り忘れ対策

10

J-LISが
構築・運用

地方公共団体とｺﾝﾋﾞﾆ
事業者等にｼｽﾃﾑ仕様
や参加要件を示し、
相互の接続試験やｷｵ
ｽｸ端末のｾｷｭﾘﾃｨﾁｪｯ
ｸを実施

PDF

証明発行ｻｰﾊﾞ

既存住基

証明書
記載用
情報

・平成２６年１１月１７日現在で９０市区町村が参加。平成２７年２月までに９６市区町村が参加の予定。
・住民票の写し、印鑑登録証明書に加えて、各種税証明書、戸籍証明書、戸籍の附票の写し、住民票記載事項証明書が交付可能。
・コンビニ交付参加の事業者は、セブン- イレブン（約16,600店舗）、ローソン（約10,600店舗）、サークルＫサンクス（約6,200店舗）、
ファミリーマート（約10,800店舗）、Aコープ北東北（岩手県内1店舗、順次拡大予定）、セイコーマート（平成２６年９月開始、同年１２月
約1,100店舗拡大予定）、イオンリテール（千葉県内1店舗、順次拡大予定） 。 その他コンビニ以外の事業者も検討中

コンビニ交付のイメージ （※現在の住基カード）
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サービス提供中の市区町村（90）
（平成26年11月17日現在）

は、 以降に開始する団体（6）

北海道 音更町
江別市

岩手県 奥州市
新潟県 三条市

富山県 南砺市

奈良県 生駒市

熊本県 益城町

宮城県 大崎市

福島県 会津若松市
白河市
須賀川市
相馬市

茨城県 古河市
龍ケ崎市
つくば市

千葉県 市川市
木更津市
松戸市
成田市
山武市
芝山町

東京都 港区
渋谷区
中野区
杉並区
荒川区
足立区
葛飾区
三鷹市
町田市
小金井市

神奈川県 藤沢市
茅ヶ崎市
座間市

静岡県 掛川市
御殿場市
清水町

愛知県 一宮市

福岡県 福岡市
大牟田市

兵庫県 西宮市
三木市

山口県 下関市

長野県 諏訪市
伊那市
駒ケ根市
辰野町
箕輪町
飯島町
南箕輪村
宮田村

京都府 木津川市

大阪府 大阪市
豊中市
枚方市
茨木市
泉佐野市
羽曳野市
門真市

鹿児島県 鹿児島市
薩摩川内市

愛媛県 宇和島市

山梨県 富士吉田市
韮崎市
南アルプス市
笛吹市
甲州市
富士川町
忍野村
富士河口湖町

滋賀県 大津市
彦根市
長浜市
湖南市
愛荘町

栃木県 足利市
栃木市
日光市
那須塩原市
下野市
那須町

埼玉県 さいたま市
春日部市
戸田市
北本市
小鹿野町

沖縄県 南風原町

岐阜県 大垣市
高山市

団体 対象人口

平成26年11月 ９０ １，６１９万人

平成27年 2月 ９６ １，９８３万人

コンビニ交付サービス対象人口

宮崎県 宮崎市

三重県 鈴鹿市
名張市
いなべ市

徳島県 三好市

福井県 福井市

島根県 浜田市

市区町村の参加状況 （※現在の住基カード）
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今後の新規参加団体及び各種税・戸籍証明書への取組団体

新規参加

No
団体名 提供サービス 開始

予定時期都道府県 市区町村 住 住(記載) 印 税 戸籍 戸籍附票

７８ 鹿児島県 鹿児島市 ○ ○ ○ 平成26年 1月

７９ 三重県 鈴鹿市 ○ ○ ○ 平成26年 2月

８０ 神奈川県 茅ヶ崎市 ○ ○ 平成26年 2月
８１ 徳島県 三好市 ○ ○ ○ ○ ○ 平成26年 2月

８２ 北海道 江別市 ○ ○ ○ ○ ○ 平成26年 4月

８３ 栃木県 日光市 ○ ○ ○ 平成26年 4月
８４ 長野県 飯島町 ○ ○ 平成26年 4月

８５ 三重県 いなべ市 ○ ○ ○ ○ ○ 平成26年 4月

８６ 大阪府 泉佐野市 ○ ○ ○ ○ ○ 平成26年 6月

８７ 福井県 福井市 ○ ○ ○ 平成26年 7月
８８ 長野県 諏訪市 ○ ○ ○ ○ 平成26年 9月

８９ 岐阜県 高山市 ○ ○ ○ ○ ○ 平成26年10月

９０ 滋賀県 大津市 ○ ○ 平成26年11月

９１ 東京都 杉並区 ○ ○ ○ 平成26年12月
９２ 三重県 名張市 ○ ○ ○ ○ ○ 平成27年 1月

９３ 島根県 浜田市 ○ ○ ○ 平成27年 1月

９４ 大阪府 大阪市 ○ ○ ○ ○ ○ 平成27年 1月
９５ 東京都 港区 ○ ○ ○ ○ ○ 平成27年 2月

９６ 滋賀県 湖南市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 平成27年 2月

（平成26年11月17日現在）

サービス 団体数 サービス 団体数 サービス 団体数

住民票の写し ９６ 各種税証明 ※ ４２ 戸籍証明書 ４０

住民票記載事項証明書 ４ 戸籍の附票の写し ２９

印鑑登録証明書 ９６

取組（予定）団体数 （上記団体を含む全体数）

※課税（非課税）証明書、納税証明書
など

証明書
追加

１ 岐阜県 高山市 ● ● ○ ● ● 平成26年11月

○：提供予定サービス ●：提供済サービス

コンビニ交付の今後の参加予定団体 （※現在の住基カード）
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現行の仕組みとの比較

市区町村におけるメリット

○ ICカード標準システムの導入が必須でなくなることで、 コンビニ交付導入時のコスト負担が低減される。

○ 証明書等自動交付APをカードに搭載する必要がなく、カード交付に係る事務コストが削減できる。

○ 証明書種別ごとの暗証番号が不要となることで、パスワード管理の事務コストが削減できる。

○ コンビニ交付を実施するための条例を制定する必要がなくなる。

利用者におけるメリット

○ 証明書等自動交付APをカードに搭載する必要がなく、カード交付時間が短縮される。

○ 現在コンビニ交付を行っていない市区町村の住民においても、個人番号カードを持っていれば、当該市区町村が新たにコンビニ交付
を開始したタイミングで、特段の手続きなしにコンビニ交付が利用できる。

○ 証明書種別ごとの暗証番号が不要となる。

本人認証の仕組み
条例制定
の要否

条例利用AP
の書き込み

システム構築に係る

負担
本人認証の仕組み 対象カード

条例利用方式
（カードAP認証）

必要 必要
証明発行サーバ及び

条例利用システムを構築
利用者ID及び暗証番号

個人番号カードだけでなく、

住基カードでも利用可

公的個人認証方式 不要 不要 証明発行サーバのみ構築
利用者証明用電子証明
書の有効性検証

個人番号カードのみ利用可

公的個人認証サービスの利用によるコンビニ交付の実現について

■ 個人番号カード導入にともない、「公的個人認証方式」のコンビニ交付を実現。
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・団体が自主財源により支出した事業費については、特別交付税により「上限5,000万円、1/2」の条件で措置。
（標準システム等の保守費、証明書交付センターの運営費、コンビニの端末使用料等の経費も対象）

・個人番号カードを活用したコンビニ交付のためのシステム構築については、「クラウド化の推進に資する場合」
に限り、「上限5,000万円、1/2」で特別交付税措置する予定。

①③については、新規開発か、パッケージ利用か等により異なるものと想定。

②④については、既存システムが汎用機か、オープン系か等により異なるものと想定。
⑤については、庁内ＬＡＮへの影響に伴う調達機器の台数等により異なるものと想定。

⑥については、端末やカードプリンタ等の台数により異なるものと想定。

平成２２年度から平成２４年度にコンビニ交付に取り組んだ５９団体のシステム構築に
係る事業費を基に算出。住民票の写しと印鑑登録証明書を対象とする場合（①②⑤
⑥）、平均で約２，８７０万円となる。（団体からの自己申告による）

住民票の写し、印鑑登録証明書 各種税証明、戸籍証明書 ⑤証明書交付
センターへの接
続

⑥標準シス
テム基本シ
ステムの新
規構築

①証明発行
サーバの構築・
改修

②既存システム
の改修

③証明発行
サーバの構
築・改修

④既存システム
の改修

最高値 3,680万円 3,777万円 2,006万円 1,355万円 646万円 2,205万円

最低値 234万円 105万円 234万円 126万円 32万円 187万円

平均値 1,128万円 754万円 1,079万円 543万円 212万円 773万円

⑥を除くと、約２，１００万円⇒「公的個人認証方式」の場合、約800万円割安

市町村側システム構築に係る経費
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コンビニ交付参加予定等の調査結果について

○ 約4割の団体がコンビニ交付を導入予定

○ 約7割強の住民がコンビニ交付サービスを享受できることとなる見込み

参加済
～平成27年
12月末

平成28年
1月～3月

平成28年度 平成29年度 平成30年度～ 未定

参加団体 87団体 19団体 90団体 66団体 12団体 6団体 395団体

対象人口 1570.1万人 476.9万人 2103.0万人 1192.2万人 86.5万人 68.4万人 4127.3万人

参加団体
（累計）

87団体 106団体 196団体 262団体 274団体 280団体 675団体

団体比率 5.0% 6.1% 11.3% 15.0% 15.7% 16.1% 38.8%

対象人口
（累計）

1570.1万人 2046.9万人 4149.9万人 5342.1万人 5428.6万人 5497.0万人 9624.3万人

人口比率 12.2% 15.9% 32.3% 41.6% 42.3% 42.8% 74.9%

※平成26年1月1日現在の人口
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このイメージは、現在表示できません。

住所地と本籍地が異なる住民に対して、コンビニ交付で戸籍証明書及び戸籍の附票の写し（以下「本籍地証明書」という。）を取
得できる機能を加えるための検討を行っています。

本籍地証明書を取得するための手順は、次のとおりとなります。
１）事前に、本籍地の証明発行サーバに本籍地証明書利用登録申請を行う（インターネットまたはキオスク端末による申請）。

→本籍地の戸籍担当者は申請情報に基づき、利用者登録（戸籍証明書と利用者の紐付け）を行う。
２）数日後（利用者登録完了後）、キオスク端末より本籍地の戸籍証明書を取得する。

キオスク端末

証明書交付センター

コンビニ店舗等
ECセンター

地方公共団体
（本籍地）LGWAN

専用回線

このイメージは、現在表示できません。

個人番号
カード

中継システム

証明書交付センター
システム

証明発行サーバ

地方公共団体
（住所地）

証明発行サーバ
このイメージは、現在表示できません。

戸籍証明書等

該
当
団
体
へ
振
り
分
け

証明書
PDF

(住民票等)

改竄防止
処理済
証明書
PDF

証明書
PDF

(本籍地
証明書)

２）本籍地の証明書
交付要求は本籍地団
体へ、住所地の証明
書交付要求は住所地
団体へ振り分け

本
籍
地
証
明
書
利
用
受
付

インターネット

【インターネット申請】

利用者登録
利用者
申請情報

◆取得にあたっての前提条件

１．本籍地となる市町村で、公的個人認証及び本
籍地証明書対応済みの証明発行サーバがサービ
ス可能であること

２．利用する方は、個人番号カードを取得済みであ
ること（住基カードでは取得できません）

１）本籍地証明書
利用登録申請

１）本籍地証明書の交付サービスを
受けるには、事前の利用申請登録が
必要（キオスク端末申請とインター
ネット申請の両方が準備される見込
み）

このイメージは、現在表示できません。

申請１）本籍地証明書
利用登録申請

住民

２）戸籍証明書等
申請取得

住所地と本籍地が異なる場合の戸籍証明書等交付について
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必要最低限の情報のみ記録

（参考）個人番号カードのセキュリティ対策（その１）

Ｘ

ＩＣチップ空き領域

● 利用者番号（AP別）

・その暗証番号（AP別）

個人番号カードのＩＣカード内には、プライバシー性の高い個人情報は記録されない。

■『地方税関係情報』や『年金給付関係情報』等の特定個人情報は記録されない。

● 住民票コード

・その暗証番号

住基ネットＡＰ

●住基ネット事務で利用

● 署名用電子証明書

・ その暗証番号

● 利用者証明用
電子証明書

・ その暗証番号

公的個人認証ＡＰ
●行政機関等の他に、新たに
総務大臣が定める民間事業者
に対する電子申請等に利用

● 券面記載事項の
画像データ

・その照合番号

券面事項確認ＡＰ

●券面が真正であることの確
認のために利用

券面事項入力補助ＡＰ

●券面事項の入力作業を省略
する等のために利用

●市町村・都道府県等が
条例を定め利用可能
●その他政令で定めると
ころにより、国の行政機関
等が利用可能

● 券面記載事項の
テキストデータ

・その暗証番号
及び照合番号
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（参考）個人番号カードのセキュリティ対策（その２）

アクセス権限の制御

アプリケーションファイアウォール

個人番号カード

カード
アプリ〈Ａ〉

カード
アプリ〈Ｂ〉

カード
アプリ〈Ｃ〉

独立 独立情報Ａ 情報Ｂ 情報Ｃ

アプリケーションファイアウォール

Ａサービス用
システム

Ｂサービス用
システム

Ｃサービス用
システム

アクセス権限の制御

アクセス不可 アクセス不可

アクセス可 アクセス可 アクセス可

アクセス権Ａ アクセス権Ｂ アクセス権Ｃ

アクセス権
情報Ａ

アクセス権
情報Ｂ

アクセス権
情報Ｃ

■ 情報を設定された各カードアプリケーション間は、
「アプリケーションファイアウォール」により、
カード内でそれぞれ独立している。

■ カード内の各情報毎にアクセス権情報を設定

⇒「認証済みにより読出し可能」等の条件を示すｾｷｭﾘﾃｨ属性

■ アクセス権が条件を満たすと情報にアクセス可能

① アクセス権情報に対し、認証／ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ照合が成功した場合

⇒アクセス権※を獲得

② アクセス権がアクセス権情報の条件を満たす場合

⇒情報へのアクセスが可能となる

※ 認証／照合結果としてカードに保持されるセキュリティステータス

アクセス権
情報Ａ

アクセス権
情報Ｂ

アクセス権
情報Ｃ

アクセス権Ａ アクセス権Ｂ アクセス権Ｃ
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（参考）個人番号カードのセキュリティ対策（その３）

暗証番号

■ アプリケーション毎に異なる
暗証番号を設定し情報を保護

ＩＳＯ/ＩＥＣ１５４０８認証

■ 暗証番号の入力を一定回数以上
間違うとカードがロックされる

ア
プ
リ
Ａ

ア
プ
リ
Ｂ

ア
プ
リ
Ｃ

暗証
番号
Ａ

暗証
番号
Ｂ

暗証
番号
Ｃ

アプリ毎に異なる暗証番号

耐タンパー性

入力１回目

入力２回目

入力３回目

ロックされる

※タンパー（tamper）：
「干渉する」「いじくる」「いたずらする」「勝手に変える」の意

① に対して

ああ
② に対して

個人番号カードのＩＣチップは、
①と②の両方に対抗できる１ ２

■ ＩＣチップは偽造を目的とした
不正行為に対する

を有する。耐タンパー性

偽造目的の主な不正行為

１ ２ＩＣチップを取り出し、

電気的または物理的に情

報を不正に読み出す

ＩＣチップの電力消費

量や処理時間等を測定・

解析し、情報を推測

端子を剥がし、
ＩＣチップを
取り出す

情報を
盗み取る

結果を統計的に解析し
情報を推測

● 光が当たるとメモリ内容消去
● メモリ回路素子が表面から観察できない
● 電圧異常、クロック異常等の検知で動作停止
● メモリ素子の物理配置ランダム化&暗号化

により、解読不可

消費電力、処理時間をかくはんすることで、
読み取った信号の統計的な解析を困難にする

■ セキュリティ機能評価の
国際標準の認証を取得

●ＩＳＯ/ＩＥＣ１５４０８認証とは

・コンピュータシステムや製品のセキュリティ
機能の評価を行うための基準であるＣＣ
（Common Criteria）の国際標準

・スマートカードが必要とするセキュリティの
要件を記述

・スマートカードの製品調達者は、ＣＣに基
づき、ＰＰ（Protection Profile：利用者のセ
キュリティ要件を記述した要件仕様書）を
作成

・開発者は、ＰＰに基づき、ＳＴ（Security 
Target：セキュリティ開発方針を厳密に記
述したセキュリティ設計仕様書）を作成し、
これを実装した製品を開発

・評価機関が以上の過程を評価し、認証機
関が認証

１

２

変化を測定

《イメージ》
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個人番号カードの多目的利用の方法

利用によるメリット

行 政 側

住 民 側

主な利用の方法は２つ

カードを多く持たずに済む

多くのカードを一元化 のコスト削減が可能

利便性の向上が可能

アプリのインストール 条例の制定

① 独自アプリを搭載
する方法

利用希望者のカードへの
インストール作業が必要 必要

② 標準アプリ（その中に

格納される電子証明書）

を活用する方法

作業不要
（標準搭載）

不要

カード発行

カード管理

※①②のほか、券面の磁気ストライプ等を利用する方法もある。 ※カード申請者が同時に電子証明書を申請して頂けるよう、申請書の統合の検討、手数料の調整等を実施。
20



①独自アプリを搭載する方法（図書館サービスを例に）（その１）

システム構成

住基カード交付時 図書館利用時

現

在※

住 民

多目的利用申込

アプリ搭載

図書館
システム

図書貸出申込

図書貸出

個人番号カード交付時 図書館利用時

個
人
番
号
カ
ー
ド

新ＡＰ搭載
システム

多目的利用申込

アプリ格納

図書館
システム

図書貸出申込

図書貸出

ＩＣカード
標準システム

住 民

住 民 住 民

職 員 職 員

職 員 職 員

※多くの団体で採用されている方法

機構において開発を予定
カードにアプリを搭載・
削除するためのシステム

ＩＣチップに
を搭載アプリ

21



①独自アプリを搭載する方法（図書館サービスを例に）（その２）

必要な準備

個人番号カード交付時 図書館利用時

個
人
番
号
カ
ー
ド

新ＡＰ搭載
システム

多目的利用申込

アプリ搭載

図書館
システム

図書貸出申込

図書貸出

住 民 住 民

●機構が３種類の基本ＡＰを引き
続き準備する予定

●市町村・都道府県において、
独自ＡＰの開発も可能

アプリの準備

●ソフトウェアを機構が無償で
提供する予定

※利用団体は、年間保守料のみ
負担

●ハードウェアについては利用団
体において用意

新ＡＰ搭載システムの構築

●多くの場合改修までは不要
（設定は必要）

図書館システムの準備

種 別 特 徴

業務タイプＡ ＩＤ等を格納

業務タイプＤ 暗号化可能

共通カードＡＰ ＩＤとフラグのみ格納

職 員 職 員
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①独自アプリを搭載する方法（現状）

サービス名 団体数 カードＡＰの種類 概 要

コンビニ交付サービス 88 業務タイプA コンビニでの証明書等交付に利用

自動交付機サービス 89 業務タイプA 自動交付機での証明書等交付に利用

広域交付・窓口交付サービス 20
業務タイプA 複数の市町村をまたがった証明書等交付に利用

市町村の窓口での証明書等交付に利用

申請書自動作成サービス 6 業務タイプA
共通カードAP

窓口で申請する書類に４情報等を自動的に表示（４情報等の記入の
省力化のために利用）

図書館サービス 49 業務タイプA
共通カードAP

図書館カードとして利用

印鑑登録証サービス 58 業務タイプA
共通カードAP

印鑑登録証として利用

商店街ポイントサービス 5 独自AP 商店街共通のポイントカードとして利用

プリペイド式電子マネー機能サービス 4 業務タイプA 電子マネーとして利用

出退勤管理サービス 1 独自AP 職員の出退勤を管理するために利用

学童安心安全サービス 1 共通カードAP 児童の出席を管理するために利用

健康づくりポイント管理サービス 1 共通カードAP 温泉利用のためのポイントサービスとして利用

福祉相談支援サービス 1 共通カードAP 福祉サイト（ナビゲーション）で利用（停止中）

一時預りサービス 1 共通カードAP 電子ロッカーとして利用（停止中）

安否情報サービス 0
業務タイプD 消防庁の安否情報システムに避難者の情報を登録する際に利用（利

用団体なし）
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○ 「条例利用のための空き領域」として１割程度を想定。

○ 「将来利用のための空き領域」として４割～５割程度を確保するよう個人番号カード仕様書で規定。

○ 「条例利用のための空き領域」には、10個程度のカードＡＰが、「将来利用のための空き領域」には、将来搭載するそれぞれ
のカードＡＰが同じ大きさであると前提を置いた上で、２０個程度のカードＡＰが搭載できるものと想定。

（参考） 個人番号カードの空き領域

プラットフォーム
プラットフォーム

カードＡＰ

公的
個人認証
ＡＰ

カードＡＰ カードＡＰ カードＡＰ

カードＡＰ

カードＡＰ

券面
事項確認
ＡＰ

住基
ＡＰ

券面事項
入力補助
ＡＰ

条例利用
ＡＰ

条例利用
のための

空き領域

将来利用の
ための空き領域

条例利用
ＡＰ
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②標準アプリ（電子証明書）を活用する方法（印鑑登録サービスを例に）（その１）

現

在※

印鑑登録
システム

印鑑登録証明書交付申請

印鑑登録証明書交付

個
人
番
号
カ
ー
ド
（
併
存
利
用
を
可
能
に
す
る
ケ
ー
ス
）

住 民
職 員

磁気ストライプ

バーコード

住基
カード

印鑑
登録証

磁気ストライプＲ/Ｗ

バーコードＲ

ＤＢ
ＩＤ 氏名 印影情報

印鑑登録
システム

住 民
職 員

個人番号
カード

磁気ストライプＲ/Ｗ

バーコードＲ

Ｊ－ＬＩＳ

ＤＢ
電子証明書ＳＮ ＩＤ 氏名 印影情報

電子証明書

ＩＣカードＲ/Ｗ

受付端末ソフト
改修

想定されるシステム構成

※多くの団体で
採用されている方法

磁気ストライプ

バーコード

住基
カード

印鑑
登録証

新規導入
利用者クライアント
ソフトインストール

ＯＣＳＰクライアント
ソフトインストール★ 機構と接続★システムの

調整等

印鑑登録証明書交付申請

印鑑登録証明書交付

（参考）印鑑登録サービス以外のサービスの場合で、その性質にかんがみ、「カード所持の事実」＋「券面確認」で、認証として十分であると判断する場合には、★は不要。
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②標準アプリ（電子証明書）を活用する方法（印鑑登録サービスを例に）（その２）

想定される個人番号カード登録・印鑑登録交付フロー

個人番号カード登録フロー（初回）

① 個人番号カードの券面により本人確認。

② 既存カードをＲ/Ｗにかざしていただく。

を職員の端末
に表示。

③ 個人番号カードをＲ/Ｗにかざしていただく。

を読み込み、

等とひも付け、ＤＢに登録。

※電子証明書の情報を印鑑登録サービスのために利用させていただ
くことについて、本人の同意を得る。

ＩＤ 氏名 印影情報

印鑑登録証明書交付フロー

➊ 個人番号カードをＲ/Ｗにかざしていただく。

➋ 暗証番号を入力していただく。

※システムが自動で電子利用者証明、署名検証、

失効確認を行う。

個
人
番
号
カ
ー
ド
（
併
存
利
用
を
可
能
に
す
る
ケ
ー
ス
）

印鑑登録
システム

印鑑登録証明書交付申請

印鑑登録証明書交付

住 民
職 員

個人番号
カード

磁気ストライプＲ/Ｗ

バーコードＲ

Ｊ－ＬＩＳ

ＤＢ
電子証明書ＳＮ ＩＤ 氏名 印影情報

電子証明書

ＩＣカードＲ/Ｗ

磁気ストライプ

バーコード

住基
カード

電子証明書ＳＮ

③

①

②

ＩＤ

印鑑
登録証

（参考）印鑑登録サービス以外のサービスの場合で、その性質にかんがみ、「カード所持の事実」＋「券面確認」で、認証として十分であると判断する場合には、➊のみで終了。
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